
１ はじめに

米国は自動車社会である。

自動車登録台数は、１９９０年から２０００年にかけ順

調に伸びている（１億８，８３０万台→２億２，１３０万台

１７．５％増）。個人の移動手段は、圧倒的に自家用

車で９１．２％（公共輸送手段ではバス１．４％、近郊

電車０．４％）。自動車やガソリンの購入など交通関

係の支出は１８．９％と、家庭の消費支出のなかで

３２．６％の住居支出についで大きい（１９９９年労働省

消費者支出調査）。

この自動車社会をささえるものがハイウェイ、

高速道路である。ハイウェイは、幅広いコンク

リートの帯が一直線に伸び、インターチェンジで

は自由奔放にループを描く。全米各地を自由に移

動・移住できるという開放的なメンタリティを米

国民のなかに生みだし、自動車産業を米国の代表

的な基幹産業に押し上げる原動力となった。高速

道路は、２０世紀の米国の社会・経済・文化の発展

や統合の「紐帯」である。

高速道路は、「フリーウェイ」とも言われ、主

要なハイウェイは、米国ハイウェイ網（National

Highway System： NHS）と称される。NHSは、

全米総延長２６万キロにおよぶ。最初に建設着手さ

れたものには、ニューヨークとサンフランシスコ

を結ぶLincoln Highway（５，４５４キロ）、シカゴと

サンタモニカ（ロサンゼルス隣接市）を結ぶNa-

tional Old Trails Highway（「ルート６６」：３，６１８

キロ）がある。

これらの高速道路は、当初、全米各地域で独自

に建設された。しかし、１９２５年、高速道路の計画

的・体系的・持続的な建設のため、「連邦助成ハ

イウェイ法（Federal Aid Highway Act）」がつ

くられた。おおくくりに「連邦助成ハイウェイ

法」といわれる法律は時限立法で、有効期限到来

のたびにその時々の状況を踏まえ立法化された。

有名なものは、

１）アイゼンハワー大統領が成立に尽力した１９５６

年連邦助成ハイウェイ法

２）ハイウェイ建設がほぼ完了し、道路維持管理

や自動車に代替する大量輸送手段の整備などに

軸足を移した１９９１年成立の拠点間陸上運輸効率

化法（Intermodal Surface Transportation Effi-

ciency Act：ISTEA）

３）ISTEAを受け継ぎ１９９８年成立の２１世紀運輸

資産法（Transportation Equity Act of the２１st

Century：TEA―２１）

である。

これらの連邦助成ハイウェイ法が特に力をいれ

て助成する高速道路の大半は「州際（Inter-

state）ハイウェイ」と呼ばれる高速道路で、全

米で７万３，６００キロに及ぶ。代表的なものはI―９５

（Interstate ９５）である。I―９５は、大西洋岸を南

北にフロリダ州からメイン州まで縦断３，０４７キロ

の州際ハイウェイで、マイアミ―リッチモンド―
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ク―ボストンと主要都市を結ぶ。

来年、TEA―２１は期限到来である。ポスト

TEA―２１の立法化に向けワシントンを中心にさま

ざまな議論が展開されはじめた。わが国の高速道

路整備の手本となり、さらに今後の整備のあり方

に大きな示唆を与える米国の状況、特に州際ハイ

ウェイ建設の歩みとこの建設の資金的裏付けとし

て機能してきたハイウェイ信託資金（Highway

Trust Fund）について紹介してみよう。

２ 米国の道路の概況

２．１ 米国の所有団体別道路延長

全米の道路の７７．４％は、市町村、郡などの地方

自治体が所有している。１９．６％が州の所有で、こ

の小稿でとりあげる州際ハイウェイのほとんどが

州の所有道である。連邦政府が所有する道路はわ

ずかに３．０％にすぎない。ほとんどが、国立公園、

国有林、軍用保留地、インディアン保留地内の道

路である。

州際ハイウェイは、その路線のマスタープラン

や道路延長距離は連邦助成ハイウェイ法で決めら

れ、道路規格も１９５６年に定められた全米共通のも

のにのっとらなくてはいけない。しかし、州際ハ

イウェイの建設計画は各州が決め連邦政府（運輸

省連邦ハイウェイ庁（Federal Highway Admini-

stration： FHWA））がこれを承認する。州は、

連邦法に定めるマスタープランの州際ハイウェイ

の一部に対し、地元の事情を勘案し建設を取りや

めたりルート変更したりすることができる。道路

の建設、維持管理、所有は州が行う。このことが、

米国のハイウェイ建設、維持管理、資金負担のメ

カニズムを日本と異なったものにしているのだ。

２．２ 機能別道路延長

道路は、その道路の用途や交通量によって機能

別に区分される。時代とともに個別の道路の機能

は変化し別の範疇に区分換えされることもあるが、

全米の道路総延長は、最近はわずかな増加にとど

まり、ほぼ新設はストップした。表では、農村地

域の道路延長が減少しているが、これは、都市地

域の拡大と道路の機能区分の見直し（農村→都

市）によるものである。

「州際ハイウェイ（Interstate）」は、州境をこ

えて州と州とを結ぶ無料道（フリーウェイ）で、

将来的な交通需要を見込み主要地域間をつなぎ一

定の道路規格で建設されるものである。州際ハイ

ウェイは、もっともランクの高い地域間道路で、

予測される最大限の交通量をまかない、高速を出

すことができ、信号機など交通をさまたげる障害

物には走行中ほとんど出会わないよう設計されて

いる。「州際ハイウェイ網」は、１９４４年連邦助成

ハイウェイ法で創設された。「The Dwight D.

Eisenhower System of Interstate and Defense

Highways」と呼ばれることもある。この名前の

表１ 米国の道路

農 村 地 域 都 市 地 域 総 計

延長（キロ） 比率（％） 延長（キロ） 比率（％） 延長（キロ） 比率（％）

連 邦 １８６，７５８ ３．８ ２，３７４ ０．２ １８９，１３３ ３．０

州 １，０６２，００８ ２１．５ １７８，４６２ １３．０ １，２４０，４７０ １９．６

市町村等 ３，６９８，０３０ ７４．７ １，１９４，１４６ ８６．８ ４，８９２，１７６ ７７．４

合 計 ４，９４６，７９７ １００．０ １，３７４，９８２ １００．０ ６，３２１，７７９ １００．０

（出典） 運輸省の「Our Nation’s Highways２０００」
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由来はあとに述べるとして、総全長７４，６８３キロ

（４６，６７７マイル）で、全米５０州とワシントンD.C.、

プエルトリコを縦横に結ぶ。全米の総道路延長の

わずか１．２％にすぎないが、この高速道路を利用

する交通量は、全米で２４％以上にのぼると推計さ

れている。

「一般ハイウェイ・高速道」から「支線道」ま

での道路は、大きくは「その他の基幹道（Other

Arterials）」と称されている。他のハイウェイと

の連結が不完全なフリーハイウェイや、２車線の

ハイウェイ、主要都市地域、都市、産業地域を結

ぶ州際ハイウェイを補完する主要道、さらに、国

防関連道、米国の南北国境の主要地点までの道路

などが含まれる。

「域内道（Collectors）は、住宅地域、商業・産

業地域、都心地区等の地域内の交通をまかなうも

のである。

「街路等（Locals）」は、その他の道路である。

３ 州際ハイウェイ建設の歴史

１９３０年代後半、大陸横断高速道路を建設すべき、

との要望が表面化した。ルーズベルト大統領は、

１９２９年の世界大恐慌後の雇用確保プロジェクトと

して、東西南北３本ずつの有料高速道路建設の必

要性を繰り返し主張した。連邦議会もこれに同調

し、１９３８年連邦助成ハイウェイ法で、６本の高速

道路のフィージビリティ・スタディを道路局

（Bureau of Public Roads： BPR）が行うよう決

め た。調 査 報 告 書「Toll Roads and Free

Roads」の要旨は、「全国的な高速道路網を利用

料でまかなうには自動車の通行量が少なすぎる。

既存の道路を整備し、さらに１日の交通量が２千

表２ 機能別道路延長

農 村 地 域 都 市 地 域 総 計

延長（キロ）
’９０―’００の

増減率（％）
延長（キロ）

’９０―’００の

増減率（％）
延長（キロ）

’９０―’００の

増減率（％）
比率（％）

州際ハイウェイ ５３，０４０ －１．４ ２１，６４３ １６．２ ７４，６８３ ３．６ １．２

一般ハイウェイ・高速道 ― ― １４，７１２ １８．９ １４，７１２ １８．９ ０．２

主要道 １５８，４２１ １８．０ ８５，６８６ ２．６ ２４４，１０７ １２．４ ３．９

支線道 ２２０，５７９ －４．９ １４４，４８２ ２０．３ ３６５，０６１ ４．０ ５．８

主要域内道 ６９４，２８３ －０．８ ― ― ６９４，２８３ －０．８ １１．０

支線系域内道 ４３５，９７６ －７．５ ― ― ４３５，９７６ －７．５ ６．９

域内道 ― ― １４２，０７４ １２．８ １４２，０７４ １２．８ ２．２

街路等 ３，３８４，４７５ －１．０ ９６６，３８６ １５．４ ４，３５０，８６１ ２．６ ６８．８

（出典） 運輸省の「Our Nation’s Highways２０００」

表３ ハイウェイ関係予算の財源・支出に関する中央・地方政府の金額、シェア

（単位：億ドル）

１９９０年度 ２０００年度

連 邦 州 市町村等 連 邦 州 市町村等

財源 １４６（１９．３％） ４００（５３．１％） ２０８（２７．６％） ３０８（２４．０％） ６６４（５１．７％） ３１３（２４．３％）

支出 ７（０．９％） ４５６（６０．５％） ２９１（３８．６％） １５（１．２％） ７７９（６１．５％） ４７３（３７．３％）

（出典） 運輸省の「Our Nation’s Highways２０００」
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台以上の道路は片道２車線以上にする。都市環状

線と都心から放射状にのびて環状線と接続する道

路を整備し、他の道路からこれらの道路への接続

箇所は限る。」この報告書は議会に提出された。

ニューディール政策の一環と揶揄する声もあった

が、この政策にはおおむね好意的であった。しか

し、第二次世界大戦への米国参戦で実行には移さ

れなかった。

ルーズベルト大統領は、戦後、復員軍人の失業

や景気後退をおそれ、１９４１年４月には早くも全国

地域間ハイウェイ委員会を設け、大規模なハイ

ウェイ建設の検討を開始させた。この委員会は、

「Toll Roads and Free Roads」をブラシアップ

し、「今後２０年間の交通量をみたすため６万３千

キロの地域間ハイウェイを整備すべき」との内容

の報告書を２年後答申。未来の都市形成の上で無

料の高速道路が果たす役割の重要性を強調した。

しかし、１９４４年連邦助成ハイウェイ法の審議の

過程では、都市と農村のいずれの地域のハイウェ

イ建設を優先させるかで議論は二分した。６万５

千キロの州際ハイウェイ整備を進めることになっ

たものの、特別の財政措置の新設や連邦負担分の

増加は法律には盛り込まれなかった。

公共道路庁（Public Roads Administration：

PRA。BPRが名称変更）は、州際ハイウェイに

組み込むべきルート選定を各州に要請するととも

に、州ハイウェイ担当幹部全米協会（Associa-

tion of State Highway Officials： AASHO）とと

もに、道路規格の策定作業をスタートさせた。

１９４５年に承認された道路規格は、全国統一のもの

ではなく交通量、人口密度、地形などが似かよっ

た地域ごとに道路規格を定めた。この規格は、完

工後２０年間の交通量を見込んだもので、原則とし

て最低４車線とした。交通量がわずかであれば２

車線や鉄道との間の踏切りもみとめた。

１９４７年８月、PRAは、都市内４，６３８キロを含め

６万６４０キロの州際ハイウェイを指定した。３，７３２

キロは都市の環状・放射ルート分として保留され

た。

州際ハイウェイの建設は遅々として進まなかっ

た。多くの州は連邦助成金を他の使途に充てるこ

とを望み、また、道路規格の水準があまりに高す

ぎると不満の声があがった。人口の多い州のなか

には、道路を建設するには連邦助成額があまりに

少なすぎるとして、州際ハイウェイの予定路線に

有料道路の建設を決めるところもあった。朝鮮戦

争勃発によりハイウェイ建設に軍事的観点が加味

されるようになった。

１９５２年連邦助成ハイウェイ法は州際ハイウェイ

に２，５００万キロの支出を認めた。州への助成率は

５０％である。この助成は州際高速道路の建設に特

化した助成としては初めてのものであった。

アイゼンハワー大統領が政権についた１９５３年１

月までに、各州は、１万３２７キロの道路の改良を

９億５５百万ドル（半分は連邦資金）で行っていた。

しかし、その時の交通量でさえ十分にまかなえる

ものは州際ハイウェイのうちわずかに２４％にすぎ

なかった。（BPR（PRAからBPRに名称変更）の

見解）

アイゼンハワーにはハイウェイ建設につながる

二つの体験があった。一つは中佐時代の１９１９年に、

悪路に悪戦苦闘し６２日間かけ陸軍輸送隊を米大陸

横断させたことである。もう一つは第二次世界大

戦のとき見たドイツ・アウトバーンのすばらしさ

である。

アイゼンハワーは、１９５３年は朝鮮戦争の後処理

と戦後の景気後退阻止に努力を傾注した。ハイ

ウェイに関心を向ける余裕はなかった。１９５４年に

なると連邦助成ハイウェイ法制定の年でもあり、

１月の一般教書では「安全で十分な全米ハイウェ

イ網の建設の必要性」をうったえた。

連邦議会は、連邦の負担割合をアップして６０％
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とし１億７５百万ドルの拠出を認めるなどハイウェ

イ建設を加速させる１９５４年連邦助成ハイウェイ法

の可決成立をすみやかに行った。しかし、どこに

重点をおいて助成額を配分するかという各州間の

利害調整は後回しになった。配分のウエイトづけ

につき、人口が集積する都市地域をかかえる州は

「人口を重視すべき」と主張し、広大な農村地域

が広がる州は「州の面積と地域間距離を重視すべ

き」と言い張った。

１９５４年７月の知事会議にアイゼンハワーは出席

できなかったが、代わって出席したニクソン副大

統領が次のように述べた。

「今後１０年間で５００億ドルをかけハイウェイ網を

整備することが必要だ。現在のハイウェイには、

５つの問題点がありこの解決が求められている。

高い交通事故死傷率、回り道や渋滞による多額の

経済損失、交通事故関係の数多くの訴訟、輸送の

非効率、自然災害や他国からの侵略への対応障害

である。ハイウェイ建設のためグランドプランが

必要だ。債務累増を避ける自立的なファイナンス

の仕組みを作るべき。グランドプランの連邦担当

部分を具体化するため、州と連邦との協力関係の

樹立が大切である。さらに、州のハイウェイシス

テム近代化に連邦政府は協力すべきである。」

アイゼンハワーは、全米ハイウェイ計画の検討

を行うため諮問委員会を設置した。委員長Lucius

D. Clayの名前をとって「クレイ委員会」と言われ

た。

クレイ委員会は、想定されるすべてのハイウェ

イを建設するには総額１，０１０億ドル必要だと見積

もった。連邦の負担割合は３割。当面、１０年間で

近代化を急ぐ道路は６万６７０キロで、経費は２３０億

ドルかかり、このほか都市部の道路整備に４０億ド

ルを要するとみた。合わせて総額２７０億ドルがこ

の１０年間に必要であると推計した。この２７０億ド

ルのうち州等の負担分２０億ドル、連邦負担分２５０

億ドルとし、この２５０億ドルは、新設する連邦ハ

イウェイ公社（Federal Highway Corporation）

が債券発行で市場から資金調達し、この債券の償

還にはガソリン税収入をつかって３０年間でおこな

う。３０年間の間には交通量の増加によりガソリン

税収入も増え税率アップは不要だとの前提条件で

あった。

クレイ委員会報告書を議会に提出するにあたっ

て、アイゼンハワーは次のようなメッセージを寄

せた。

「国家としての連帯は、思想の自由交流と

人々・物資の簡便な移動により維持される。情報

の全国切れ目のない流通は、全米を網羅し南北国

境をむすぶ巨大なハイウェイ網を利用する個人、

ビジネスで担保される。通信・交通システムが生

み出す連携の源泉は、まさに「州の連合：

United States」にある。州なくしてはわが国は

単なる個々の部分の集まりにすぎないのだ。」

テネシー州選出の上院議員Albert Goreは、公

共事業委員会道路小委員会の委員長として１９６１年

度まで、７５％連邦負担で１００億ドル拠出し、総延

長６万８４百キロの道路を整備する法案を用意した。

他方、財政委員会委員長のバージニア州選出の上

院議員Harry Flood Byrdは、クレイ報告の債券

発行ファイナンスに反対し、税収入の範囲内で支

出すべきだと主張した。ガソリン税の収入を３０年

間道路整備に固定化させることや公社の債券発行

が議会のコントロールの外になることが反対理由

だった。

上院は、クレイ委員会の構想を否決する一方で

Gore法案には圧倒的多数でこれを承認した。

下院の公共事業委員会道路小委員会の委員長

George H. Fallon（メリーランド州）は、ハイ

ウェイ利用関連の税金を増やしてハイウェイ建設

計画をまかなえるようにし、また、連邦負担割合

を９０％とし１９６８年までの拠出額を盛り込む法案を
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準備した。さらに、国防への州際ハイウェイの重

要性を強調するため、Fallonは、州際ハイウェイ

を「州際・国防ハイウェイ国家システム（Na-

tional System of the Interstate and Defense

Highways）」と呼ぶことを提案した。

下院では、クレイ構想は否決されたが、驚くべ

きことにFallon法案も否決された。トラック、石

油、タイヤ業界が法案反対のロビー活動をおこ

なったからだといわれた。

アイゼンハワーは諦めなかった。１９５６年１月の

一般教書でも近代的な州際ハイウェイ網の重要性

をうったえた。１９５６年は大統領選の年で、議会審

議の時間的な余裕は少なかった。

ところが、事態は好転。１９５５年９月にBPRは、

指定を保留していた残りの３，５００キロを都市部に

集中的に指定。さらに、BPRは、１９４７年指定の州

際ハイウェイと都市周辺のハイウェイ１００路線の

建設予定地域を明らかにした。州際ハイウェイが

都市開発にいかに重要な役割を果たすかが具体的

に理解できるようになったのだ。Fallon法案に反

対したトラック業界なども、高速道路建設の効果

を認識し、それまでの漠然とした反対から条件闘

争へと態度をかえていった。

上院では１９５５年可決されたGore法案がそのま

ま生きていたのに対し、法案を否決された下院で

は、Fallonが１９５６年連邦ハイウェイ法案を提案し

た。６万５千キロを１３年間で建設する。連邦は建

設費の９０％、２４８億ドルを拠出するという内容で

あった。各州への資金配分は、州際ハイウェイす

べての建設費に対する各州の建設費の割合を基準

に（cost―to―complete基準）、予算額を配分する

仕組みであった。

アイゼンハワーは、議会との妥協を迫られ、ク

レイ報告書の仕組みをあきらめ、見積もり税収額

に応じて支出するという原則を採用した。

１９５６年３月、下院予算委員会には、ルイジアナ

州のHale Boggs議員が１９５６年ハイウェイ収入法

案を提案した。１ガロン当たり２～３ドルガソリ

ン消費税をアップし、ハイウェイ利用者が負担す

る税からの税収をハイウェイ信託資金（High-

way Trust Fund）に入れ、ハイウェイ建設計画

に充てる、という案が提案された。

下院予算委員会は、FallonとBoggsの法案をあ

わせ１９５６年連邦ハイウェイ法案とし、この法案は

圧倒的多数で下院で可決された。

この法案は上院に送られた。上院公共事業委員

会は、下院の法案のハイウェイ建設計画の部分を、

Gore法案のそれを一部手直しのうえ入れ替えた。

手直ししたところは、Fallon法案と同じく完成ま

で１３年計画とし助成額は２４８億ドル、助成率を

９０％にしたことである。下院の法案と最も異なる

点は、州への資金配分の方程式で、Gore法案の

ウエイトづけでは３分の２が人口、６分の１が

各々州の面積と道路の距離であった。上院財政委

員会はBoggs法案の資金の調達・配分の仕組みを

おおむね受け入れた。歳出規模が歳入額を上回る

場合の懸念が財務長官から出されたが、財政委員

会のByrd委員長は、「Byrd Amendment」といわ

れる解決案を提示した。それは、歳出額が歳入額

を上回ると財務長官が予想するときは、商務長官

は歳入額に見合うよう各州への歳出額を案分比例

で減らすというものであった。（当時、運輸省は

未設置であり担当省庁は商務省であった。）

下院と上院の法案が相違することから両院協議

会が開かれGoreとFallonの両案の間で調整がはか

られた。

州際ハイウェイは、少し道路距離をのばし６万

６千キロと決まった。連邦助成額は１９５７―６９年の

１３年間で２５０億ドル、助成率は９０％。各州への助

成配分の方法は、最初の３年間はGoreの配分方

式で、その後は、Fallonのcost―to―complete基準

で、というものであった。
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１９５６年法では、１９７５年時点での交通量予測に合

うようなハイウェイの規格を求めた。この１９７５年

基準は、後に「完工後２０年先」に修正された。

BPRは、AASHOの協力を得て、規格の統一化、

完全自由アクセス化、道路・鉄道の立体交差化を

はかった。２車線と道路・鉄道平面交差は交通量

がわずかのケースにのみ認められた。ただ、１９６６

年法では、州際ハイウェイは交通量のいかんを問

わずすべて４車線、立体交差に改められた。

州際ハイウェイを利用する自動車の台数制限は、

もともと当初案で認められていた場合と商務長官

が承認する場合の２つのケースに限って特定のイ

ンターチェンジで認められることになった。サー

ビスステーションなど商業施設の道路サイドでの

設置は、州際ハイウェイでは認められなかった。

ちなみに有料道路ではフランチャイズ制で容認さ

れていた。

連邦助成資金は、民間がすでにもつ道路占用権

を取得し州にそれを帰属させるためにも用いるこ

とができるようにした。また、それまでに建設さ

れていた有料の道路、橋梁、トンネルとは別に、

並行して州際ハイウェイを整備することは非効率

であると考え、これらの既存インフラも州際ハイ

ウェイに組み込むことを可能にした。なお、これ

らのインフラや既設州際ハイウェイの連邦助成が

９割に達していない場合、９割までの差額を連邦

助成の対象にするか、という点については、議論

を先送りにし、１９９１年の拠点間陸上運輸効率化法

（ISTEA）で初めて助成対象になった。

１９５６年６月、法案はアイゼンハワー大統領の署

名によって連邦助成ハイウェイ法として成立した。

その後、予定の州際ハイウェイがほぼすべて完

成した１９９０年１０月、ブッシュ大統領は、アイゼン

ハワーの功績をたたえ、州際ハイウェイの名称を

「Dwight D. Eisenhower州際・国防ハイウェイ

システム」に変更する決定をおこなったのである。

４ ハイウェイ信託資金（Highway Trust Fund）

高速道路建設の財政基盤を確保するため大きな

機能を発揮してきたのが、ハイウェイ信託資金で

ある。この財源調達・資金配分スキームは、１９５６

年ハイウェイ歳入法（Highway Revenue Act of

１９５６）で設けられた。

ハイウェイ信託基金設立の前までは、ハイウェ

イ利用者に関連して集められた税金は、一般資金

（General Fund）に繰り入れられ、この税収と

ハイウェイ建設とのリンクはなかった。１９４４年に

約４万マイルの州際ハイウェイがルート指定され

たが、財政的な裏づけは乏しかったのだ。１９５６年、

アイゼンハワー大統領が、連邦助成ハイウェイ法

と同時に成立させたハイウェイ歳入法に基づき作

られたハイウェイ信託資金は、ハイウェイ利用者

の負担に「最終的に」帰属する税で集められた資

金をハイウェイ建設に投下するという、ハイウェ

イ利用者の負担と受益を基本に組み立てられたも

のだ。このメカニズムによって、１９５６年度の支出

予算額１億７，５００万ドルが翌年には１１億７，０００万ド

ルに、１９６０年度には２２億ドルに膨張していった。

ハイウェイ信託資金は、州際ハイウェイの歴史で

述べた経緯からして、その設立時から借入れで資

金を調達することは認められなかった。あくまで

も支出額の上限は、税収見込み額である（pay―

as―you―go basis）。州に対しては、州の支出に先

だって資金が交付されるのではなく、実際に州が

支出した経費のうち連邦が負担すると定められた

金額を後から支払うスキームになっている。

「ハイウェイ利用者から集めた資金でハイウェ

イ建設を」という原則は今も維持されているが、

税と用途の構造は、当初のそれから大きく変化し

てきている。

１９７０年代なかばには、すでに、州際ハイウェイ

建設に投じられる金額は資金の半分だけで、残り
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の半分はこれ以外のプログラムに投下されるよう

になっていた。１９７３年には、各州はハイウェイ以

外の交通整備プログラムに資金をあてることがで

きるよう制度改正された。１９８２年陸上運輸支援法

（Surface Transportation Assistance Act of

１９８２）は、それまでの１ガロン４セントのガソリ

ン消費税を９セントに引き上げるとともに、ハイ

ウェイ信託資金をハイウェイ勘定（Highway Ac-

count）と大量輸送勘定（Mass Transit Account）

に区分し、大量輸送勘定へは１ガロン当たり１セ

ント繰り入れられることになった。ちなみに、

１９８２年段階までには、当初の州際ハイウェイ建設

計画に盛り込まれたハイウェイの９５．３％の工事が

完了していたとのことである。

ハイウェイ信託資金に繰り入れられる資金は、

自動車燃料消費税（ガソリン、ガソホール、

ディーセルなど）や、タイヤの販売、新車のト

ラック・トレーラー等の販売、さらに車体重量の

大きな車両の使用の際に課せられる税からの収入

である。これらの税は、高速道路を利用する利用

者が直接納税するのではなく、大半は、ガソリン

等の生産・輸入者やトラック等の販売者が納税義

務者で、これらの者から、IRS（内国歳入庁）に

納付される。

現在の自動車燃料消費税は表のとおりであるが、

この課税額と配分は、その時々の政策に応じて変

化してきた。

たとえば、１９７０～８０年代、連邦政府は、石油等

の輸入化石燃料に代替する燃料の使用をうながす

とともに、農家所得を支援する政策をとった。こ

の政策の一つで今も続いているのが、エタノール

のような植物を原料とするアルコール燃料の使用

を促進する税制優遇措置である。ガソリンにエタ

ノールを混合した燃料、ガソホールへの課税は、

ガソリン消費税の税額１８．４セントからエタノール

の混合割合に応じて軽減されている。最も一般的

なエタノール１０％混合の場合では１ガロン当たり

１３．１セントと、５．３セントの軽減である。

また、配分先についても、当初のハイウェイ建

設への重点投下から、道路維持補修、空港・港

表４ ２０００年度のハイウェイ信託資金の原資とそ

のシェア

納 税 額 シェア

自動車燃料 ３０２億８８百万ドル ８６．６％

ガソリン ２０８億０２百万ドル ５９．５％

ガソホール（注） １６億０９百万ドル ４．６％

ディーゼル等 ７８億７７百万ドル ２２．５％

トラック、トレイラー ３３億２１百万ドル ９．５％

重車両 ９億２１百万ドル ２．６％

タイヤ ４億４２百万ドル １．３％

全納税額 ３４９億７２百万ドル １００．０％

（注） ガソリン・エタノール混合自動車燃料
（出典） 運輸省の「Our Nation’s Highways２０００」

表５ ２００１年７月現在の主な自動車燃料消費税の課税額と税収入の配分割合

（１ガロン（＝３．７８５リットル）当たりの課税額（セント））

税 目

課税額 左の課税額の各種資金への配分額

ハイウェイ信託資金
流出地下貯蔵タンク

信託資金
一般資金

ハイウェイ勘定 大量輸送勘定

ガ ソ リ ン １８．４０ １５．４４ ２．８６ ０．１０

ディーゼル ２４．４０ ２１．４４ ２．８６ ０．１０

ガソホール １３．１０ ７．６４ ２．８６ ０．１０ ２．５

液体天然ガス １３．６０ １１．４７ ２．１３
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湾・トラックターミナル等の建設、代替大量輸送

手段の整備、さらに、地下貯蔵タンクからのガソ

リン等の流出防止、連邦財政の赤字補填へと配分

先が拡大してきた。

ハイウェイ信託資金は、当初は他の連邦予算か

ら独立していた（off―budget）。しかし、税収額

の所要支出額を大幅に上回ってきたことから、

１９６６年、大統領は一般資金への繰入れを決定し、

１９６８年には他の連邦予算との連動が決められた

（on―budget）。今では議会が歳出額の上限を決

めている。したがって、資金の年度ごとの歳出額

は、高速道路建設等の計画で承認された所要額を

下回ることもあり、税収額の余剰分は一般資金

（General Fund）に預託される仕組みになって

いる。

さらに、税収が、「一般資金への預託」という

かたちではなく、一般資金へ繰り入れてしまう仕

組みも導入された。ガソリンへの課税は、１９８２年

までは４．００セント／ガロンであった。その後、財

政赤字補填のため引き上げられ、１９９３年１０月から

は現行の１８．４セント／ガロンとなり、各州が独自

に集めるガソリン税（州税）の平均的な税額とほ

ぼ同額になった。（注）９０年代は１９９７年９月まで

１ガロン当たり２．５セント～６．８セントが、財政赤

字補填にまわされていたのだ。ちなみに、ガソリ

ンからの税収分については、財政補填はなくなり、

１９９７年１０月以降は補填に充てていた分を含めハイ

ウェイ信託資金にそのまま入っている。しかし、

財政の赤字補填は、今でもガスホールからの税収

の一部２．５セントの一般資金への繰り入れとして

一部残っている。

（注） 州のガソリン消費税の税率

１９８０年代、州のガソリン消費税の税額は大

きな上昇を示した。９０年代、各州加重平均

での実際の税額は若干上昇傾向で現在では

１８セント／ガロン強である。ただ、ガソリ

ン価格・税額の１９７０年値を基準に調整した

値で見ると、税額は３８％引き下げられたこ

とになる（１９７０年：７．０２セント／ガロン→

２０００年：４．３５セント／ガロン）。

１９９８年成立のTEA―２１は、ハイウェイ利用者に

かかる税金の経理・配分メカニズムとして、ハイ

ウェイ信託資金をそのまま活用することとしたが、

一定のハイウェイ・交通プログラムに対しては支

出水準を保証する仕組みを作った。TEA―２１以前

では、毎年の予算編成過程において、支出が義務

的でない他の裁量的政策プログラムとの間で財源

の確保をめぐって競い合った。TEA―２１は、ハイ

ウェイ・交通プログラムの支出に新規に予算枠を

設けた。これらのプログラムと他の裁量的政策プ

ログラムとの間に予算的な「ファイア・ウォール

（防火壁）」をつくったのだ。具体的には、TEA―

２１に定める６年間の陸上交通プログラムへの拠出

２，１７９億ドルのうち、約１，９８０億ドルはファイア・

ウォールで守られることになった。

ハイウェイ勘定、大量輸送勘定からの資金の使

途は具体的には、どうなっているのだろうか。

主要な予算項目は表のとおりである。主な項目

について簡単に説明すると、

１）全国ハイウェイ網（NHS）プログラムの

予算は、州際ハイウェイなどの全米約２６万キ

ロのNHS道路やこのハイウェイにつながる

空港、フェリー発着場、港湾などの改良に使

われる。

２）州際ハイウェイ維持補修プログラムの予算

は、NHSの中で特に重要な全米約７．４万キロ

の州際ハイウェイの再舗装、復旧、補修など

に使われる。

３）陸上輸送プログラムの予算は、使途が弾力

的で、NHS等の連邦助成ハイウェイや橋梁、

バスターミナル、公共交通輸送プロジェクト

などに投下される。
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４）渋滞緩和・大気汚染改善プログラムの予算

は、クリーン・エア法（Clean Air Act）の

基準値を満たすため行われる道路拡幅工事な

どの運輸関係プロジェクトに充当される。

各州への配分額は、州ごとのハイウェイ利用者

の数やハイウェイ等の資産保有状況、建設・維持

管理所要額などをみて決められる。また、プログ

ラム間の予算の移流用は、一定の枠内で州の判断

で可能になっている。

５ 終わりに

米国では、１９８０年代でほぼ基幹的な高速道路網

の整備は終わり、いわゆる道路特定財源を使って、

高速道路の維持管理や港湾・空港・トラック／バ

スターミナルの整備、さらに、代替輸送手段の整

備など、交通体系全般の整備に充ててきた。来年、

これらの交通体系整備の法的裏づけとなっている

TEA―２１が有効期限を迎える。ポストTEA―２１の

法案のフレームワークをどう組み立てるか、すで

に連邦議会でも議論がスタートした。州際ハイ

ウェイの多くは老朽化が目立ち、再舗装化や橋梁

の取り替えに巨額の費用がかかると見込まれてい

る。また、都市部を中心に慢性的な渋滞が顕著に

なり、この解消の必要性が叫ばれている。これら

の政策を実行に移すため、ガソリン消費税の引上

げやガソホールの軽減税率見直しなどによって財

源を増やす議論が登場してきている。さらに、こ

れまでも法案策定のたびに争われた都市・農村間

の資金配分比率のあり方について議論がまた顕在

化するとの見方もある。

米国の高速道路整備の枠組み、手法は、わが国

とは異なる部分が多いが、わが国の今後の高速道

路整備、さらに公共インフラ整備のあり方を考え

るにあたり、米国の論議の展開は注視するに値す

るように思う。

表６ TEA―２１に基づく主要ハイウェイ助成プロ

グラム（１９９８～２００３年度）とFHWAの連邦

予算配分状況（１９９８～２０００年度）（注）

（単位：百万ドル）

プログラム ’９８～’０３ １９９８ １９９９ ２０００

ハイウェイ建設プ

ログラム

全国ハイウェイ網 ２８，６００ ３，９８９ ４，６０７ ４，６５１

州際ハイウェイ

維持補修

２３，８００ ３，２９４ ３，７５９ ３，７９５

陸上輸送プログ

ラム

３３，３００ ４，６５４ ５，３７７ ５，４２８

橋梁取り替え・

改修

２０，４００ ２，８４５ ３，２１１ ３，２４２

輸送プログラム

渋滞緩和・大気

汚染改善

８，１００ １，１６３ １，３１１ １，３２４

アパラチア開発ハ

イウェイ網

２，３００ ― ４４３ ４４３

最小保証 ３５，１００ ５，３８６ ６，３８７ ６，７１９

総 計 １７１，１００ ２１，３３１ ２５，０９５ ２５，６０２

（注） 次の予算は含まず。周遊トラッキング路、都市
地域計画化、収入・予算調整（RABA）、緊急復旧、
ハイウェイ関連交通安全、連邦所有地域ハイウェ
イ計画、実施義務化プロジェクト、リニアモー
ターカー技術開発、高速陸上輸送開発、ITSシス
テム等。

（出典） 運輸省の「Our Nation’s Highways２０００」
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